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［事案 2025-31］介護保険金支払請求  

・令和 8年 5月 25日  裁定不調 

＜事案の概要＞ 

 募集人の誤説明を理由に、介護保険金の支払いを求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

 認知症により要介護 1 に認定されたため、令和 5 年 3 月に銀行を募集代理店として契約し

た利率変動型積立終身保険にもとづき介護保険金を請求したが、責任開始期前の発病であるこ

とを理由に介護保険金が支払われなかった。しかし、契約前に代理店の募集人に状況をすべて

説明して、責任開始日以降に介護認定が下りれば保険金が出るという話を聞いていたから加入

したため、介護保険金を支払ってほしい。 

＜保険会社の主張＞ 

申立人は要介護認定期間の始期である令和 5 年 2 月時点で約款所定の要介護状態に該当し

ていたものと判断されるため、申立人の請求に応じることはできない。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、契約時のやり取りの状況等

を把握するため、申立人の代理人および代理店募集人の上司に対して事情聴取を行った。 

なお、募集人本人への事情聴取も検討したが、募集人がすでに退職しており、協力が得

られなかったため、実施できなかった。 

 

2.裁定結果 

 上記手続の結果、申立人の請求は認められないが、以下の理由により、本件は和解により解

決を図るのが相当であると判断し、和解案を当事者双方に提示し、その受諾を勧告したところ、

申立人から和解案を受諾するとの回答を得られなかったため、手続を終了した。 

(1) 申立人の代理人の陳述や面談の報告書からは、申立人の代理人が契約申込日に代理店の募

集人に対して、申立人が要介護の認定の申請をしていることを伝えていた可能性が否定で

きない。 

(2) 仮にそうであれば、代理店の募集人としては、申立人は保険期間開始前にすでに要介護状

態に該当している可能性があること、その場合には要介護 1以上の認定が得られても認知

症介護保険金の支払事由には該当しないこと、を契約前に説明することが望ましかったと

言える。 

 

 


